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ご不明な点がございましたら､ヒューマン･プライムまでお問い合わせください。 ℡.03-5695-7700

４月より新入社員を雇い入れる会社も多いのではないでしょうか。新入社員に限らず､従業員を雇入れるときには､正社員や契

約社員など雇用形態を問わず､一定の労働条件を明示しなければなりません。そこで今回のHP通信305号では､労働条件を

明示するための「労働条件通知書」の記載事項について解説します。

労働条件通知書とは､使用者が上記労働条件を明示する書類です。

労働基準法で上記の通り労働契約の締結の際に明示しなければならない労働条件が定められていますが､

書面（労働条件通知書）に記載して明示しなければならない事項と､口頭で明示してもよい事項に分けら

れています。書面で示さなければならないことは､上記左部①｢契約に関すること｣～⑥｢退職に関すること

（解雇の事由を含む）｣､口頭で示しても良いことは､上記左部⑦｢昇給に関すること｣､および｢定めをした場

合に明示しなければならないこと｣の①｢退職手当に関すること｣～⑧｢休職に関すること｣になります。

また､事業主は､パートタイム・有期雇用労働者を雇い入れたときは､速やかに､｢昇給の有無｣､｢退職手当の
有無｣､｢賞与の有無｣､｢雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口｣も書面にて記載して明示しなけれ
ばなりません。

●労働条件通知書の様式について
　労働条件通知書は､上記で示した記載事項が

　網羅されていれば､どのような様式でも構いま

　せんが､厚生労働省が様式を公開していますの

　で､こちらを活用すると便利です。

　※厚生労働省主要様式のダウンロード

●記入時に注意しておきたい代表的な事項に
　ついて
　沖縄労働局が､記入例や細かい記載注意事項

　を公開していますので､参考にしてください。

　※記入例・記載事項例

（労働基準法第 15 条第１項､労働基準法施行規則第５条）

労働条件通知書の記載事項について

労 働 者 を 採 用 す る と き は ､ 以 下 の 労 働 条 件 を 明 示 し な け れ ば な り ま せ ん

労働条件通知書を示すことにより､入社後の契約トラブル等の防止に繋がります。

雇い入れた従業員には労働条件を適切に明示し､説明を行ってください。

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudoujouken01/
https://jsite.mhlw.go.jp/okinawa-roudoukyoku/library/okinawa-roudoukyoku/04rouki/H25/tsu-chishorei.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/okinawa-roudoukyoku/library/okinawa-roudoukyoku/04rouki/H25/tsu-chishorei.pdf

